
平成１４年３月期  個別中間財務諸表の概要 
平成 13 年 11 月 20 日 

 

会 社 名 株式会社サンエー化研             登 録 銘 柄 

コ ー ド 番 号 ４２３４                   本社所在都道府県 東京都 

本 社 所 在 地 東京都千代田区神田淡路町２－２３－１ 

問い合わせ先 責任者役職名 常務取締役 経理部長 

       氏    名 家島 裕嵩           ＴＥＬ（０３）３２５８－３１１０ 

決算取締役会開催日  平成 13 年 11 月 20 日           中間配当制度の有無  有  

中間配当支払開始日  平成 13 年 12 月 10 日 
 

１．１３年９月中間期の業績（平成１３年４月１日～平成１３年９月３０日） 

(1) 経営成績                            (単位：百万円、未満切捨て) 

 売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益  

 

１３年９月中間期 

１２年９月中間期 

百万円   ％ 

 12,788   （△11.4） 

14,438      （3.0） 

百万円   ％ 

  176   （△75.2） 

711      （2.2） 

百万円   ％ 

178   （△74.7） 

703      （6.5） 

 

１３年３月期 28,226      （0.4） 1,200    （△0.6） 1,187      （6.0）  

 

 
中 間 (当 期) 純 利 益 

1 株当たり中間 

(当期)純利益 
 

 

 

１３年９月中間期 

１２年９月中間期 

百万円   ％ 

    100    （△72.4） 

      363       （6.5） 

円  銭 

   ９     73   

35     72   

  

１３年３月期  624       （1.3） 60     92     
(注) 1．期中平均株式  13 年 9 月中間期 10,320,000 株 12 年 9 月中間期 10,171,488 株 13 年 3 月期 10,248,767 株 

   2．会計処理の方法の変更   無 
   3．売上高､営業利益､経常利益､中間(当期)純利益におけるパーセント表示は､対前年中間期増減率 

 

(2) 配当状況 

 
1 株当たり 

中間配当金 

1 株当たり 

年間配当金 

 

１３年９月中間期 

１２年９月中間期 

円 銭 

７  00   

７  00   

円 銭 

―――― 

―――― 

  １３年３月期 ――――  14  00   

 

 (3) 財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 1 株当たり株主資本  

 

１３年９月中間期 

１２年９月中間期 

百万円 

24,450 

25,826 

百万円 

12,268       

12,394       

％ 

50.2 

48.0 

円  銭 

1,188    82 

1,201    03 

 

１３年３月期 24,886 12,436       50.0 1,205    05  
(注)期末発行済株式数  13 年 9 月中間期 10,320,000 株  12 年9 月中間期 10,320,000 株  13 年3 月期 10,320,000 株 
 

２．１４年３月期の業績予想（平成１３年４月１日～平成１４年３月３１日） 

1 株当たり年間配当金  
 売 上 高 経常利益 当期純利益 

期 末   

 

通  期 

百万円 
  27,000       

百万円 
578        

百万円 

 310       
円 銭 

7   00   

円 銭 

14   00   

 

(参考) 1 株当たり予想当期純利益（通期）   30 円 03 銭 

 

店 
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９．中間財務諸表等 

(1)中間財務諸表 

① 中間貸借対照表      
（単位：千円）

前中間会計期間末 
 

(平成12年９月30日現在) 

当中間会計期間末 
 

(平成13年９月30日現在) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成13年３月31日現在) 

期  別 
 
 
 
科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 

（資産の部）   ％  ％  ％ 

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金  3,127,366  2,958,751  2,809,626  

２．受取手形 ※３ 5,196,967  4,582,930  4,710,953  

３．売掛金  4,943,253  4,223,914  4,844,556  

４．たな卸資産  3,088,085  3,259,183  3,201,490  

５．繰延税金資産  190,171  193,192  189,510  

６．その他  408,011  104,693  87,567  

貸倒引当金  △  218,906  △   210,323  △   216,293  

流動資産合計  16,734,948 64.8 15,112,342 61.8 15,627,410 62.8 

Ⅱ 固定資産        

１．有形固定資産 ※1,2       

(1）建物  1,753,732  1,658,327  1,698,853  

(2）機械及び装置  2,375,727  2,809,208  2,900,114  

(3）その他  1,263,329  1,578,711  1,132,061  

有形固定資産合計  5,392,790 20.9 6,046,246 24.8 5,731,028 23.0 

２．無形固定資産  163,593 0.6 81,733  0.3 122,663 0.5 

３．投資その他の資産        

(1）投資有価証券  3,171,980  2,766,979  3,007,053  

(2)繰延税金資産  －  86,955  35,643  

(3）その他  397,986  395,443  394,203  

貸倒引当金  △ 35,080  △   38,889  △   31,700  

投資その他の資産合計  3,534,886 13.7 3,210,490 13.1 3,405,199 13.7 

固定資産合計  9,091,270 35.2 9,338,470 38.2 9,258,891 37.2 

Ⅲ 繰延資産  256 0.0 37 0.0 126 0.0 

資産合計  25,826,475 100.0 24,450,850 100.0 24,886,427 100.0 
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      （単位：千円）

前中間会計期間末 
 

(平成12年９月30日現在) 

当中間会計期間末 
 

(平成13年９月30日現在) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成13年３月31日現在) 

期  別 
 
 
 
科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 

（負債の部）   ％  ％  ％ 

Ⅰ 流動負債        

１．支払手形 ※３ 4,337,184  3,779,957  4,044,844  

２．買掛金  1,561,016  1,294,951  1,361,997  

３．短期借入金  3,289,000  3,301,000  3,301,000  

４．一年内償還予定社債 ※２ 200,000  300,000  350,000  

５．一年内返済予定長期借入金 ※２ 435,990  252,264  208,500  

６．未払金  698,046  463,136  486,219  

７．未払法人税等  336,320  35,582  328,426  

８．未払消費税等 ※４ 59,582  39,394  15,708  

９．賞与引当金  －  385,000  －  

10. 設備支払手形 ※３ －  436,568  375,095  

11．その他  674,408  22,165  402,470  

流動負債合計  11,591,550 44.9 10,310,020 42.1 10,874,261 43.7 

Ⅱ 固定負債        

１．社債 ※２ 300,000  －  150,000  

２．長期借入金 ※２ 283,970  831,706  213,110  

３．退職給付引当金  627,060  715,273  688,729  

４．役員退職慰労引当金  485,121  307,807  508,015  

５．繰延税金負債  112,179  －  －  

６．その他  31,961  17,354  16,149  

固定負債合計  1,840,293 7.1 1,872,140 7.7 1,576,003 6.3 

負債合計  13,431,843 52.0 12,182,161 49.8 12,450,265 50.0 

        

（資本の部）        

Ⅰ 資本金  1,599,000 6.2 1,599,000 6.5 1,599,000 6.4 

Ⅱ 資本準備金  1,522,559 5.9 1,522,559 6.2 1,522,559 6.1 

Ⅲ 利益準備金  314,750 1.2 335,983 1.4 321,967 1.3 

Ⅳ その他の剰余金        

(1）任意積立金  7,690,000  8,090,000  7,690,000  

(2）中間(当期)未処分利益  555,977  303,842  737,596  

その他の剰余金合計  8,245,977 31.9 8,393,842 34.4 8,427,596 33.9 

Ⅴ その他有価証券評価差額金  712,344 2.8 417,303 1.7 565,038 2.3 

資本合計  12,394,631 48.0 12,268,689 50.2 12,436,162 50.0 

負債・資本合計  25,826,475 100.0 24,450,850 100.0 24,886,427 100.0 
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② 中間損益計算書      

（単位：千円）

前中間会計期間 
 

自 平成12年４月１日 
至 平成12年９月30日 

当中間会計期間 
 

自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日 

前事業年度の 
要約損益計算書 
自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日 

期  別 
 
 
 
 
科  目 金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 百分比 

   ％  ％  ％ 

Ⅰ 売上高  14,438,515 100.0 12,788,361 100.0 28,226,352 100.0 

Ⅱ 売上原価  12,283,896 85.1 11,243,554 87.9 24,201,498 85.7 

売上総利益  2,154,618 14.9 1,544,806 12.1 4,024,854 14.3 

Ⅲ 販売費及び一般管理費  1,442,831 10.0 1,368,241 10.7 2,824,527 10.0 

営業利益  711,787 4.9 176,564 1.4 1,200,327 4.3 

Ⅳ 営業外収益 ※１ 43,848 0.3 48,626 0.4 89,555 0.3 

Ⅴ 営業外費用 ※２ 51,692 0.3 47,133 0.4 102,205 0.4 

経常利益  703,942 4.9 178,057 1.4 1,187,678 4.2 

Ⅵ 特別損失 ※３ 73,351 0.5 1,439 0.0 73,351 0.3 

税引前中間(当期)純利益  630,590 4.4 176,618 1.4 1,114,326 3.9 

法人税、住民税及び事業税  336,000 2.3 25,000 0.2 600,000 2.1 

法人税等調整額  △ 68,715 △ 0.4 51,197 0.4 △  109,993 △ 0.4 

中間（当期）純利益  363,305 2.5 100,420 0.8 624,319 2.2 

前期繰越利益  192,671  203,421  192,671  

中間配当額  －  －  72,177  

中 間 配 当 に 伴 う 利 益 準 備 金 積 立 額  －  －  7,217  

中間(当期)未処分利益  555,977  303,842  737,596  
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(2)中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券 

  子会社及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

その他有価証券 

   時価のあるもの …中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定） 

   時価のないもの …移動平均法による原価法 

(2) たな卸資産 

製品、商品、原材料及び仕掛品  …総平均法による原価法 

貯蔵品                        …最終仕入原価法による原価法 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

定率法（ただし、平成 10 年４月１日以降に取得した建物（付属設備を除く）は定額法）を採用しておりま

す。なお主な耐用年数は次のとおりであります。  建物、31 年     機械及び装置、８年 

(2) 無形固定資産 

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法を採用しております。 

３．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金  

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

  (2) 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当中間会計期間負担額を計上してお

ります。 

(3) 退職給付引当金  

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当中

間会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。会計基準変更時差異(881,777 千円)

については、５年による按分額を費用処理しております。数理計算上の差異は、各事業年度の発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10 年）による定額法により翌事業年度から費用処理することとしてお

ります。 

(4) 役員退職慰労引当金  

役員の退職慰労金の支給に備える為、内規に基づく中間期末要支給額を計上しております。 

４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお

ります。 

５．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

６．ヘッジ会計の方法 

   金利スワップの特例処理を行っております。 

７．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理           税抜方式によっております。 
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表示方法の変更 

前中間会計期間まで流動負債の「その他」に含めて表示しておりました「設備支払手形」は、金額的重要性が増し

たため、当中間会計期間より区分掲記しております。なお、前中間会計期間末の「設備支払手形」は 271,701 千円で

あります。 

 

追加情報 

前中間会計期間まで流動負債の「その他」に含めて表示しておりました「未払従業員賞与」は、平成 13年２月 14

日付けで、日本公認会計士協会よりリサーチ・センター審理情報Ｎｏ．15 が公表されたことを受けて、当中間会計

期間より「賞与引当金」として掲記しております。なお、前中間会計期間末の「賞与引当金」は 380,600千円であり

ます。 

 

１株当たり配当金の内訳  

 
 
 

１２年９月中間期 
（中間配当） 

１３年９月中間期 
（中間配当） 

１３年３月期 
（年間配当） 

 普通株式 （内訳） 円  銭 円  銭 円  銭 

      普通配当 ５  00    ７  00    10  00    

         記念配当  ２    00     －      ４  00   
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注記事項 

（中間貸借対照表関係）      

期  別 
項  目 

前中間会計期間末 
（平成12年９月30日現在） 

当中間会計期間末 
（平成13年９月30日現在） 

前事業年度末 
（平成13年３月31日現在） 

※１．有形固定資産の減

価償却累計額 
10,842,310千円 11,662,527千円 11,270,827千円 

※２．担保資産 担保に供している資産 担保に供している資産 担保に供している資産 

 建物 1,245,957千円 建物 696,755千円 建物 1,213,193千円 

 機械及び装

置 

1,881,915 機械及び装

置 

1,429,867 機械及び装

置 

2,402,228 

 その他 489,589 その他 276,121 その他 487,139 

 計 3,617,462 計 2,402,744 計 4,102,561 

 上記物件に工場財団を設定し、 上記物件に工場財団を設定し、 上記物件に工場財団を設定し、 

 
一年内償還 

予定社債 
200,000千円 

一年内償還 

予定社債 
300,000千円 

一年内償還 

予定社債 
350,000千円 

 
一年内返済 
予定長期借入
金 

40,000千円   
一年内返済 
予定長期借入金 3,200千円 

 社債 300,000千円   社債 150,000千円 

 の担保に供しております。 の担保に供しております。 の担保に供しております。 

※３．期末日満期手形 期末日満期手形の会計処理に

ついては、当中間会計期間末日

は、金融機関の休日であります

が満期日に決済が行われたもの

として処理しております。なお

中間期末日満期手形は次のとお

りであります。 

 受取手形   681,758千円 

 支払手形     967,577千円 

期末日満期手形の会計処理に

ついては、当中間会計期間末日

は、金融機関の休日であります

が満期日に決済が行われたもの

として処理しております。なお

中間期末日満期手形は次のとお

りであります。 

 受取手形     635,453千円 

 支払手形      872,234千円 

 設備支払手形  112,303千円 

期末日満期手形の会計処理に

ついては、当事業年度末日は、

金融機関の休日でありますが満

期日に決済が行われたものとし

て処理しております。なお期末

日満期手形は次のとおりであり

ます。 

受取手形    621,783千円 

支払手形    1,032,431千円 

設備支払手形  104,309千円 

※４．消費税等の取扱い 仮払消費税及び仮受消費税等

は、相殺のうえ、流動負債の「未

払消費税等」として表示しており

ます。 

同    左    
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（中間損益計算書関係）   

期  別 
 
項  目 

前中間会計期間 
自 平成12年４月１日 
至 平成12年９月30日 

当中間会計期間 
自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日 

前事業年度 
自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日 

※１．営業外収益のうち重要な

もの 
   

受取利息 1,633千円 1,179千円 6,652千円 

受取配当金 23,633千円 31,946千円 37,737千円 

※２．営業外費用のうち重要な

もの 
   

支払利息 31,489千円 27,626千円 62,208千円 

社債利息 10,648千円 9,186千円 21,200千円 

※３．特別損失のうち重要な    

もの    

    会員権評価損 71,941千円 － 71,941千円 

 ４．減価償却実施額    

有形固定資産 400,002千円 420,178千円 828,519千円 

無形固定資産 39,755千円 40,929千円 80,685千円 
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（リース取引関係）       

期  別 
 
項  目 

前中間会計期間 
自 平成12年４月１日 
至 平成12年９月30日 

当中間会計期間 
自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日 

前事業年度 
自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日 

１．リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額

及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額

及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引    

 

 

 

 

 

 

 

   

 （注） 取得価額相当額は、未

経過リース料中間期末

残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占め

る割合が低いため、支

払利子込み法により算

定しております。 

同    左 （注） 取得価額相当額は、未

経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末

残高等に占める割合が

低いため、支払利子込

み法により算定してお

ります。 

 ２．未経過リース料中間期末残

高相当額 

２．未経過リース料中間期末残

高相当額 

２．未経過リース料期末残高相

当額 

 １年内 43,279千円 １年内 28,582千円 １年内 38,567千円 

 １年超 48,661 １年超 29,680 １年超 31,362 

 合計 91,941 合計 58,262 合計 69,929 

 （注） 未経過リース料中間期

末残高相当額は未経過

リース料中間期末残高

が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割

合が低いため、支払利

子込み法により算定し

ております。 

同    左 （注） 未経過リース料期末残

高相当額は未経過リー

ス料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に

占める割合が低いた

め、支払利子込み法に

より算定しておりま

す。 

 ３．支払リース料及び減価償却

費相当額 

３．支払リース料及び減価償却

費相当額 

３．支払リース料及び減価償却

費相当額 

 支払リース料 23,010千円 支払リース料 21,612千円 支払リース料 45,021千円 

 減価償却費相当額 23,010 減価償却費相当額 21,612 減価償却費相当額 45,021 

 ４．減価償却費相当額の算定方

法 

リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定

額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方

法 

同    左 

４．減価償却費相当額の算定方

法 

 同    左 

 

  (単位：千円)

 
取 得 
価 額 
相当額 

減価償却
累 計 額 
相 当 額 

中間期末
残 高 
相 当 額 

機械及
び装置 

26,496 10,004 16,492 

その他 50,758 33,972 16,786 

無形固
定資産 152,421 93,758 58,662 

合計 229,675 137,734 91,941 

 

  (単位：千円) 

 
取 得 
価 額 
相当額 

減価償却
累 計 額 
相 当 額 

中間期末
残 高 
相 当 額 

機械及
び装置 

36,441 15,647 20,794 

その他 30,100 19,529 10,571 

無形固
定資産 
147,524 120,627 26,896 

合計 214,066 155,804 58,262 

 

  (単位：千円) 

 
取 得 
価 額 
相当額 

減価償却
累 計 額 
相 当 額 

期 末 
残 高 
相当額 

機械及
び装置 

26,496 12,653 13,842 

その他 39,748 26,278 13,470 

無形固
定資産 
152,421 109,804 42,616 

合計 218,665 148,736 69,929 
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（有価証券関係） 

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のある

ものはありません。 
 

（１株当たり情報）   

前中間会計期間 
自 平成12年４月１日 
至 平成12年９月30日 

当中間会計期間 
自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日 

前事業年度 
自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日 

  
１株当たり純資産額 1,201円03銭

１株当たり中間純利益 35円72銭
  

  
１株当たり純資産額 1,188円82銭

１株当たり中間純利益 ９円73銭
  

  
１株当たり純資産額 1,205円05銭

１株当たり当期純利益 60円92銭
  

なお、潜在株式調整後１株当た

り中間純利益金額については、新

株引受権付社債及び転換社債を

発行していないため記載してお

りません。 

なお、潜在株式調整後１株当た

り中間純利益金額については、新

株引受権付社債及び転換社債を

発行していないため記載してお

りません。 

なお、潜在株式調整後１株当た

り中間純利益金額については、新

株引受権付社債及び転換社債を

発行していないため記載してお

りません。 

 

 


